
三重県の人事行政の運営等の状況について 

 

 

「人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、令和３年度（一部令和４

年４月１日を含む。）の県職員の任免や給与などの状況をお知らせします。行政サービ

スの担い手である県職員の勤務実態などを県民の皆さんに知っていただき、行政の透明

性を高めることによって、より適正に人事行政を運営していきます。 

 

 

令和４年９月３０日 

 

 

一 人事行政の運営の状況 

 １ 任免及び職員数に関する状況 

 ２ 人事評価の状況 

 ３ 給与の状況 

 ４ 勤務時間その他の勤務条件の状況 

 ５ 休業の状況 

６ 分限及び懲戒処分の状況 

 ７ 服務の状況 

 ８ 退職管理の状況 

９ 研修の状況 

 10 福祉及び利益の保護の状況 

 11 その他知事が必要と認める事項 

 

二 人事委員会の業務の状況 

 １ 競争試験及び選考の状況 

 ２ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告・勧告の状況 

 ３ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

 ４ 不利益処分に関する審査請求の状況 



第１ 人事行政の運営の状況 

 

１ 任免及び職員数に関する状況 

（１）新規採用者数 

職員の採用は、行政需要の動向や今後の退職者数などを考慮して行っています。令和 3年度

及び令和 4年 4月 1日の職員の新規採用の状況は次のとおりです。 

ア 競争試験                            （単位：人）

試験区分 職種 採用者数 試験区分 職種 採用者数

行政 75 行政 79

福祉技術 5 福祉技術 1

環境化学 6 環境化学 5

林学 5 林学 3

農学 14 農学 12

水産 4 水産 6

総合土木 14 総合土木 17

建築 1 建築 2

電気 2 電気 2

機械 1 薬剤師 4

薬剤師 3 保健師 5

保健師 6

管理栄養士 3

小計 139 小計 136

行政（スポーツ） 3 警察事務 6

警察事務 7 司書 3

小計 10 小計 9

一般事務 11 一般事務 9

農業 2 林学 1

総合土木 5 農業 2

警察事務 6 総合土木 9

警察事務 6

小計 24 小計 27

一般事務 6 一般事務 8

警察事務 1 警察事務 2

小計 7 小計 10

50 45

34 29

84 74

市町立学校 学校事務 17 市町立学校 学校事務 20

職員Ｂ 小計 17 職員Ｂ 小計 20

市町立学校 学校事務 2 市町立学校 学校事務 3

職員Ｃ 小計 2 職員Ｃ 小計 3

市町立学校 学校事務 3 市町立学校 学校事務 2

職員社会人 小計 3 職員社会人 小計 2

286 281

社会人

警察官Ａ 警察官Ａ

合　　計 合　　計

警察官Ｂ 警察官Ｂ

小計 小計

社会人

Ｃ

Ｂ Ｂ

令和3年度
令和4年4月1日（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

ＡＡ

Ｃ



イ 選考                               （単位：人） 

職種 採用者数 職種 採用者数
一般事務 4 一般事務 3
警察事務 2 警察事務 1
学校事務 2 学校事務 2

児童自立支援専門員 1 児童福祉司 6
児童福祉司 8 心理判定員 5
心理判定員 3 医師 6
保育士 2 看護師 5
医師 7 獣医師 3
看護師 24 試験研究技師 1
獣医師 3 航海士 3

診療放射線技師 2 機関士 2
試験研究技師 1 科学捜査研究技師 1

航海士 3 職業訓練指導員 2
機関士 1 理学療法士 2
学芸員 1 作業療法士 1
教員 423 教員 496
合　計 487 合　計 539

令和3年度

（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
令和4年4月1日

 

 



（２）昇任の状況 

  ア 昇任試験（警察官）の状況 

令和 3年度に実施した警察官にかかる昇任試験の実施状況は、下表のとおりです。 

（単位：人） 

試験の種類 受験者数 合格者数 合格率 

警部昇任試験 418 27 6.5% 

警部補昇任試験 537 52 9.7% 

巡査部長昇任試験 755 68 9.0% 

計 1,710 147 8.6% 

 

  イ 昇任者数 

令和 3年度の昇任者数は、下表のとおりです。       （単位：人） 

職 級 知事部局等 教育委員会 警 察 計 

部長級 9   9 

次長級 31 2  33 

課長級 103 5 3 111 

課長補佐級 156 29 7 192 

主査級 69 12 5 86 

主任級 122 18 14 154 

校長  118  118 

教頭  141  141 

主幹教諭  20  20 

指導教諭  41  41 

警視   16 16 

警部   29 29 

警部補   53 53 

巡査部長   70 70 

計 490 386 197 1,073 

（注）知事部局等・・・知事部局、企業庁、病院事業庁、議会事務局、選挙管理委員会事務局、人事委員会事務局、

監査委員事務局、労働委員会事務局、海区漁業調整委員会事務局、内水面漁場管理委員会事務局のこと（以下

同様） 

 

（３）再任用の状況  

高齢者の豊かな知識と経験を活用するため、条例に基づき再任用制度を実施しています。令

和 4年 4月 1日の職員の再任用状況は次のとおりです。         （単位：人） 

区  分 フルタイム勤務 短時間勤務 合  計 

知事部局等 173 28 201 

教育委員会 583 610 1,193 

警   察 7 53 60 

合   計 763 691 1,454 

 

 



（４）退職者数 

令和 3年度の退職状況は次のとおりです。              （単位：人） 

区  分 定年退職 応募認定退職 普通退職ほか 合  計 

知事部局等 113 45 69 227 

教育委員会 494 89 88 671 

警   察 60 6 56 122 

合   計 667 140 213 1,020 

（注）応募認定退職・・・年齢別職員構成の適正化等を目的とした定年前の早期退職募集に応募して認められた 

退職（以下同様） 

 

（５）部門別職員数の状況と主な増減理由 

                        （各年 4月 1日現在） 

部 門 

職員数（人） 対前年 

増減数

（人） 

主な増減理由 
令和 4 年 令和 3 年 

一
般
行
政
部
門 

議会 36 38 ▲2 

○三重とこわか国体・三重とこわか大会に係る体制 

の解消、業務の見直し・効率化等による減 

○新型コロナウイルス感染症対策にかかる体制の強

化、児童相談体制の強化、観光の振興にかかる体 

制の強化、人口減少対策の推進体制の強化による 

 増 

総務 814 893 ▲79 

税務 233 233 0 

民生 508 494 14 

衛生 632 594 38 

労働 66 64 2 

農林水産 933 932 1 

商工 208 203 5 

土木 897 894 3 

小計 4,327 4,345 ▲18  

教 育 部 門 15,262 15,318 ▲56 
○児童生徒数の減少に伴う学級数の減少等による減 

○特別支援教育の充実による増 

警 察 部 門 3,426 3,436 ▲10  

公
営
企
業
等 

会
計
部
門 

病院 275 272 3 

 水道 94 97 ▲3 

下水道ほか 160 156 4 

小計 529 525 4  

総  数 23,544 23,624 ▲80  

(注) 職員数は常勤の一般職に属する職員数です。      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（６）年齢別職員構成の状況（令和 4年 4月 1日現在）  
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（７）障がい者の任用状況   

県では、障がい者の雇用促進を図るため、一般事務職及び教員の障がい者を対象とした選考

試験を実施しています。令和 4年度は一般事務職 3 人、小中学校事務職 2 人、教員 1人、警察

事務職 1人を採用しています。今後も一層の障がい者の雇用の確保に努めます。 

 

（８）女性職員の登用状況 

男女共同参画及び女性活躍推進の観点から、女性職員の積極的登用を図っています。 

令和 4 年 4月 1日現在の女性職員の登用状況については以下のとおりです。 

 

管理職 

総数 

（人） 

 女性管理職の内訳 

うち女性 

（人） 

女性の割合 

（％） 
部長級 次長級 課長級 

知事部局等 630 74 11.7 3 9 62 

教育委員会事務局 36 7 19.4 0 0 7 

県立学校事務長 ※ 70 22 31.4 0 0 10 

県立学校及び小中 

学校の校長・教頭 
1,162 307 26.4 - - - 

警   察 119 5 4.2 0 0 5 

  ※ 課長補佐級事務長を含みます。 
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２ 人事評価の状況 

（１）人事評価の状況 

【知事部局等】 

職員の能力開発、人材育成及び任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とするため、人事

評価を行っています。人事評価の概要は、次のとおりです。 

 ○管理職員 

評定の対象者 
毎年度末在職の一般職に属する部長級、次長級及び課長級（これに相当す

る職を含む。）の職員 

評定者 
原則は上位の職の者が評定者となり、評定者の上位の職の者が最終評定者

となる。 

評定対象期間 毎年 4月 1日から 3月 31 日まで 

評定方法 評定期間における職務行動等を、評定要素ごとに、5 段階で絶対評価を行う。 

評定手順 

○ 期首面接…自己申告に基づき、評定者と被評定者が話合いのうえ、被評

定者の職務上の目標等を設定する。 

○ 中間面接…上半期の業績等について、進捗状況や今後の見通し等を聞き

取り、指導・助言を行う。 

○ 期末面接…1 年間の取組について、3 月上旬までに、自己評価を踏まえ

評定を行った上、面接（話合い）を実施する。 

評定要素 実績、部下指導育成、知識・技能・情報収集管理、決断力等 

 

○管理職員以外の職員 

評価の対象者 管理職員を除く一般職の県職員 

評価者 
原則は上位の職の者が第一次評価者となり、第一次評価者の上位の職の者

が第二次評価者となる。 

評価対象期間 毎年 4月 1日から 9月 30 日まで、10 月 1 日から 3 月 31 日まで 

評価方法 評価期間における職務行動等を、評価要素ごとに、5 段階で絶対評価を行う。 

評価手順 

○ 期首面談…自己申告に基づき、評価者と被評価者が話合いのうえ、被評

価者の職務上の目標等を設定する。 

○ 中間面談…上半期の取組状況について、進捗状況や今後の見通し等を聞

き取り、自己評価を踏まえ、評価を行う。 

○ フィードバック面談…評価結果の説明と評価結果に基づく指導・助言を

行う。 

○ 期末面談…下半期の取組状況について、達成度等を聞き取り、自己評価

を踏まえ、評価を行う。 

○ フィードバック面談…評価結果の説明と評価結果に基づく指導・助言を

行う。 

評価要素 職務遂行、協調性、知識・技能・情報収集力、積極性・チャレンジ等 

 



【病院事業庁】（医師以外は知事部局等と同様） 

県立病院において、より一層良質で満足度の高い医療を提供するため、医師の業績評価を行

っています。業績評価の概要は、次のとおりです。 

評価の対象者 県立病院に勤務する医師のうち、一般職に属する職員 

評価者 
院長以外の職員にあっては院長 

院長にあっては病院事業庁長 

評価対象期間 毎年 4月 1日から 3月 31 日まで 

評価方法 
評価期間における業績等を、評価要素ごとに点数評価（合計で 100 点満点）

を行う。 

評価手順 

○ 期首面接…自己申告に基づき、評価者と被評価者が話合いのうえ、被評

価者の職務上の目標等を設定する。 

○ 中間面接…上半期の業績等について、業務の達成状況や今後の見通し等

を聞き取り、前期評価を行う。（必要があれば、目標の修正・

追加等を行う。） 

○ 期末面接…1 年間の取組について、業務の達成状況等を聞き取り、年間

評価を行う。 

評価要素 業績、能力、意欲等 

 

 【教育委員会（公立学校）】（事務局は知事部局等と同様） 

   教職員が職務遂行上発揮した能力及び挙げた実績を評価し、任用、給与等の人事管理の基礎

として活用することを通じて、「教職員の能力・意欲の向上」及び「組織力の向上」を目指し、

人事評価を行っています。人事評価の概要は次のとおりです。 

○管理職員 

評価の対象者 1 月 1 日現在、公立学校に在職する校長、教頭及び事務長 

評価者 

○県立学校にあっては、校長は、第一次評価者は副教育長または次長、

第二次評価者は教育長 

校長以外の職員は、第一次評価者は所属校の校長、第二次評価者は副

教育長または次長 

○小中学校にあっては、校長は、第一次評価者は所管教育委員会の人事

担当幹部職員で教育長が指定した者、第二次評価者は教育長 

校長以外の職員は、第一次評価者は所属校の校長、第二次評価者は所

管教育委員会の人事担当幹部職員で教育長が指定した者 

評価対象期間 毎年 4月 1日から 3月 31 日まで 

評価方法 
評価期間における勤務実態から評価要素ごとに、5 段階で絶対評価を行

う。 

評価手順 

○期首面談･･･第一次評価者は、評価対象者と目標設定等について協議

する。 

○中間面談･･･第一次評価者は、期間途中において必要がある場合、目

標の修正等について協議する。 

○最終面談･･･第一次評価者は、評価対象者と、評価期間における職務

能力の発揮及び実績に関する自己分析の結果を聴取する

とともに、評価結果の告知、説明及び次年度の職務遂行

への指導、助言を行う。 



評価要素 

（着眼点） 

能力（知識・技術、企画力、管理能力、折衝力・調整力等）、実績（業

務実績、業務改善等） 

 

○管理職員以外の正規教職員 

評価の対象者 
公立小中学校に在職する全ての正規県費負担教職員及び県立学校に在

職する全ての正規教職員 

評価者 

○県立学校にあっては、第一次評価者は教頭または事務長、第二次評価

者は校長 

○小中学校にあっては、第一次評価者は教頭、第二次評価者は校長 

評価対象期間 毎年 4月 1日から 3月 31 日まで 

評価方法 
評価期間における勤務実態から評価要素毎に、5 段階で絶対評価を行

う。 

評価手順 

○期首面談･･･第二次評価者は、評価対象者と評価領域「職務遂行」の

目標設定等について協議する。 

○中間面談･･･第二次評価者は、期間途中において必要がある場合に実

施する。 

○期末面談･･･第二次評価者は、評価対象者と、当該期間における職務

遂行上発揮された能力・意欲及び実績に関する自己評価

の結果を聴取したうえで、絶対評価を行う。 

○フィードバック面談･･･第二次評価者は、評価対象者に評価結果の説

明と評価結果に基づく指導・助言を行う。 

評価要素 
学校運営等、企画立案力、協調性・コミュニケーション、責任感・勤務

態度等 

 

【警 察】 

公正な人事管理の基礎資料とするため、職員の能力及び業績を公正かつ客観的に評価する人

事評価を行っています。人事評価の概要は、次のとおりです。 

評価の対象者 警視以下の階級にある警察官及び同相当職以下の一般職員     

評価者 
原則は上位の職の者が第一次評価者となり、第一次評価者の上位の職の者

が第二次評価者となる。 

評価対象期間 

能力評価は、4月 1日から翌年 3月 31 日までの期間 

業績評価は、4月 1日から 9月 30 日までの期間（前期）及び 10 月 1 日から

翌年 3月 31 日までの期間（後期） 

評価方法 

○能力評価は、職員が必要とする能力評価項目に照らし、当該職員が発揮

した能力の程度を評価する。 

○業績評価は、職員が設定した業務に関する目標の達成程度を評価する。 

○各評価は、5段階の絶対評価で行う。 

評価手順 

○評価者は、業績評価の評価期間の開始に際し、被評価者と面談を行い、

業務の目標を定める。 

○被評価者は、発揮した能力及び設定した業務目標について自己申告を行

う。 

○評価者は、評価の結果に基づき、被評価者に対し、指導及び助言を行う。 

評価要素 目標達成程度、倫理、事案対応、業務遂行等 

 



３ 給与の状況  

（１）人件費の状況（普通会計決算見込み） 

区  分 

 

住民基本台帳人口 

（令和 4 年 1 月 1 日） 

歳 出 額 

    Ａ 

実質収支 

 

人 件 費 

     Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

令和 2 年度

の人件費率 

令 和 

3 年度 

人  

1,784,968 

     千円 

853,901,582 

     千円 

20,098,968 

     千円 

212,186,999 

      ％ 

24.8 

       ％ 

28.1 

（注）人件費には、特別職（知事、副知事、議員等）の報酬及び職員への給与のほか、地方職員共済組合負担金 

等を含みます。 

 

   

 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算見込み） 

区 分 
職員数 

  Ａ 

給       与       費 一人当たり給与費 

  Ｂ／Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当   計 Ｂ 

令 和 

3 年度 

  人 

21,229 

千円

96,147,416 

千円 

20,137,157 

千円 

38,197,433 

千円 

154,482,006 

千円 

7,277 

（注）1 職員数は、令和3年4月1日現在の人数です。 

   2 職員手当には退職手当を含みません。 

     3 給与費には事業費支弁に係る職員分も含みます。 

  

【特記事項】 

  特別職の給与減額（令和4年4月1日現在） 

職員区分 減額内容 

知事 令和4年4月1日から令和4年8月31日までの間、給料月額の10／100を減額し

ています。 

副知事 令和4年4月1日から令和4年8月31日までの間、給料月額の5／100を減額し

ています。 

 

 

 

 

 

〔人件費の内訳〕 

特別職報酬等   73 億円 

一般職給料    955 億円 

期末･勤勉手当  379 億円 

職員手当    200 億円 

退職手当    186 億円 

共済組合負担金 318 億円 

その他      11 億円 

 

人件費以外 

 6,417億円 

 75.15％ 

 
歳 出 額 

8,539 億円 

教育委員会 

 1,400億円  

 16.40％ 

知事部局 

 418億円  

 4.89％ 

 警  察 

  304億円 

  3.56％ 

人件費 

 2,122億円  

 24.85％ 



（３）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和4年4月1日現在） 

 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

一般行政職 44.0歳 333,355円 429,844円 

警  察  職 39.0歳 334,329円 449,515円 

高等学校教育職 46.6歳 380,764円 444,848円 

小・中学校教育職 41.7歳 358,121円 408,885円 

(注)「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当等の諸手 

当の額（期末・勤勉手当及び退職手当を除く。）を合計したものです。 

 

（４）職員の初任給の状況（令和4年4月1日現在） 

区    分 三  重  県 国 

一般行政職 
大学卒 189,200円 

総合職 186,700円 

一般職 182,200円 

高校卒 154,900円 150,600円 

警  察  職 
大学卒 208,300円 

総合職 214,400円 

一般職 211,400円 

高校卒 179,500円 173,400円 

高等学校教育職 大学卒 210,600円 －円 

小・中学校教育職 大学卒 210,600円 －円 

 

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和4年4月1日現在） 

区   分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一般行政職 
大学卒 271,348円 362,945円 389,929円 400,259円 

高校卒 228,015円 307,900円 364,524円 385,783円 

警  察  職 
大学卒 293,789円 385,549円 415,212円 409,036円 

高校卒 260,989円 350,791円 397,733円 408,021円 

高等学校教育職 大学卒 316,423円 405,489円 430,158円 435,602円 

小・中学校教育職 大学卒 318,822円 400,892円 418,066円 429,468円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（６）等級及び職制上の段階ごとの職員数の状況（令和4年4月1日現在） 

ア 行政職給料表 
    

職務 

の級 

等級別基準職

務表に規定す

る基準となる

職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

1 級 

定型的な業務 

661 12.1% 

主事 332 661 12.1% 主事級 

を行う職務 技師 155 
   

 司書 3    

 書記 1    

  係 48 
   

 臨時学校司書 10    

  臨時事務職員 111 
   

 
臨時技術職員 1 

   
  計 661 

   

2 級 

高度の知識又 

521 9.5% 

主事 291 521 9.5% 主事級 

は経験を必要 技師 171 

とする業務を 司書 7 

行う職務 助手 1 

 書記 1 

 主任 3 

  係 47 

  計 521 

3 級 

1 係長の職務 

1,201 21.9% 

係長 35 446 8.1% 主査級 

2 課長代理の 課長代理 16    

職務 主査 389    

3 主査の職務 講師 2    

4 主任の職務 監査主査 1    

5 県立学校の 研修主事 3    

事務次長の職務 主任 741 753 13.7% 主任級 

 助教 4     

 書記 1    
 監査主任 1 

   
 係長心得 2    
 課長代理心得 1 

   
 船長心得 1 

 
  

 機関長心得 2    
 主事 1 2 0.0% 主事級 
 技師 1     

 計 1,201     

 

 

 

 

 

4 級 

1 主幹の職務 

 

 

 

 

 

887 

 

 

 

 

 

16.2% 

主幹 171 181 3.3% 課長補 

2 困難な業務 企画員 2   佐級 

を行う係長の職 教務主任 1    

務 課長補佐 3    

3 困難な業務 警察署の課長 4    

を行う課長代理 係長 197 706 12.9% 主査級 

の職務 課長代理 68    

4 困難な業務 主査 426    

を行う主査の職 事務次長 3     

務 機関長 2     



5 県立学校の 監査主査 2   
 

困難な業務を行 研修主事 7    

う事務次長の職 書記 1     

務 計 887     

5 級 

1 班長の職務 

1,342 24.5% 

班長 255 1,342 24.5% 課長補

佐級 2 地域機関の 課長 135 

課長の職務 主幹 865 

3 困難な業務 事務長 8 

を行う主幹の 総括主幹 33 

職務 企画員 4 

4 県立学校の 教務主任 8 

事務長又は市 准教授 1 

町立学校の総 監査主幹 9 

括主幹の職務 書記長補佐 1 

  船長 1 

  課長補佐 18 

 工場長 1 

  警察署の課長 3 

  計 1,342 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 本庁又は委  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課長 98 463 8.4% 課長級 

員会等の事務局 所長 24 
 

   

の課長の職務 副所長 55 
 

   

2 地域機関の 室長 69 
 

   

長、副所長又は 副課長 23 
 

   

室長の職務 副参事 75 
 

   

3 副課長の職 事務長 45 
 

   

務 担当課長 6 
 

   

4 副参事の職 専門監 3 
 

   

務 コンビナート防 1 
 

   

5 困難な業務 災監 
  

   

を行う班長の職 ゼロエミッショ 1 
 

   

務 ンプロジェクト 
  

   

6 地域機関の 推進監 
  

   

困難な業務を行

う課長の職務 

7 県立学校の 

県民の声相談監 

コンプライアン 

1 

 
   1 

ス・労使協働推  

困難な業務を行 進監 
  

   

う事務長又は 企画調整監 1 
 

   

は市町立学校の 人権・危機管理 6 
 

   

調整監の職務 監 
  

   

 地域共生社会推 1 
 

   
 進監 

  
   

 子ども虐待対策 1 
 

   
 ・里親制度推進 

  
   

  監 
  

   
  土砂対策監 1 

 
   

  人権監 1 
 

   
  消費生活監 1 

 
   

  農林水産政策・ 1 
 

   
  輸出促進監 

  
   

  
   

   



 

 

 

 

 

 

6 級 

   

 

 

 

 

 

703 

 

 

 

 

 

 

12.8% 

障がい者雇用推 1 
 

   
  進監 

  
   

  太平洋・島サミ 1 
 

   
  ット推進監 

  
   

  緊急経済対策監 1 
 

   
  MICE 誘致推進監 1 

 
   

  建設企画監 1 
 

   
  水災害対策監 1 

 
   

  建築審査監 1 
 

   
  検査監 6 

 
   

  会計支援監 4 
 

   
  副局長 2 

 
   

  副校長 1 
 

   
  副館長 2    
  部長 1   

 
  技術管理監 3 

 
 

  林業人材育成推 1    
  進監 

 
   

  教授 1 
 

   
  調整監 1 

 
   

  政策法務監 1 
 

   
  次長 4    

  副センター長 1 
  

 

  
  

市町教育支援・ 5 
 

   

人事監 
 
   

  学校防災推進監 1    

特別支援学校整 1    

備推進監     

子ども安全対策 1    

監     

人権教育監 1    

局長 1    

園長 1    

訟務官 1    

交通管制官 1    

班長 49 240 4.4% 課長補 

課長 128   佐級 

事務長 19    

調整監 2    

副所長 1    

副園長 1    

課長補佐 9    

警察署の課長 5    

警察署の主幹 1    

主幹 25    

  計 703     

 

 

 

 

 

1 本庁の次長  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次長 

参事 

局長 

副局長 

所長 

17 

8 

2 

2 

25 

62 

 

 

 

 

1.1% 

 

 

 

 

次長級 

  

  

  

  

の職務 

2 参事の職務 

3 本庁又は委 

員会等の事務 



 

 

 

 

 

 

7 級 

局の困難な業  

 

 

 

 

 

111 

 

 

 

 

 

 

2.0% 

校長 

館長 

ゼロエミッショ

ンプロジェクト

総括監 

首都圏営業拠点

運営総括監 

工事検査総括監 

課長 

副局長 

副館長 

所長 

副所長 

室長 

局長 

警察本部の課長 

2 

3 

1 

 

 

1 

 

1 

27 

1 

1 

7 

5 

4 

1 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

0.9% 

  

  

 

 

 

 

 

 

課長級 

  

  

  

  

務を行う課長

の職務 

4 地域機関の 

困難な業務を 

行う長、副所長 

又は室長の職

務 

  

  

 

   
計 111 

8 級 

1 本庁の副部 

32 0.6% 

副部長 12 32 0.6% 次長級 

長の職務 次長 8 

2 本庁の困難

な業務を行う 

危機管理副統括

監 

1 

次長の職務 所長 7 

 局長 1 

  事務局長 1 

 副教育長 1 

  校長 1 

  計 32 

9 級 

1 本庁の部長 

21 0.4% 

部長 10 21 0.4% 部長級 

又は局長の職 局長 5 

務 事務局長 2 

2 委員会等の 会計管理者 1 

事務局の長の 理事 2 

職務 所長 1 

 
計 21 

10 級 

1 危機管理統

括監の職務 

1 0.0% 

危機管理統括監 1 

 

1 0.0% 部長級 

2 本庁の困難

な業務を行う 
   

部長の職務 計 1 

 
合計 5,480 100% 

     
 

イ 公安職給料表 
       

職務 

の級 

等級別基準職

務表に規定す

る基準となる

職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

1 級 

定型的な業務

を行う係員の 175 5.7% 

係 175 175 5.7% 係員級 

職務 計 175 

 
相当高度の知  

 
係 575 575 18.8% 係員級 



2 級 

識又は経験を

必要とする業

務を行う係員 
575 18.8% 

     

の職務 計 575 

3 級 

主任の職務 

697 22.8% 

主任 355 355 11.6% 主任級 

  係 342 342 11.2% 係員級 

  計 697     

4 級 

1 係長の職務 

900 29.4% 

係長 382 382 12.5% 係長級 

2 困難な業務 主任 510 510 16.7% 主任級 

を行う主任の 係 8 8 0.3% 係員級 

職務 計 900     

5 級 

1 課長補佐の 

493 16.1% 

課長補佐 53 122 4.0% 課長補 

職務 検視官 4   佐級 

2 警察署の課 中隊長 1     

長の職務 分析官 1    

3 困難な業務 科長 2    

を行う係長の 警察署の課長 61    

職務 係長 371 371 12.1% 係長級 

 計 493     

6 級 

1 相当困難な 

117 3.8% 

課長補佐 23 117 3.8% 課長補 

佐級 業務を行う課 次長 15 

長補佐の職務 副隊長 5 

2 副署長の職 副所長 1 

務 指令官 3 

3 警察署の困 警務官 8 

難な業務を行 調査官 36 

う課長の職務 副署長 3 

 警察署の課長 23 

  計 117 

7 級 

1 警察本部の 

66 2.2% 

課長 3 61 2.0% 課長級 

課長の職務 隊長 4    

2 警察署の長 次長 7    

の職務 副校長 1    

3 室長の職務 デジタル推進監 1   
 

4 困難な業務 

を行う課長補 

コンプライアン

ス推進監 

1 
   

佐の職務 署長 3   
 

5 困難な業務 室長 14    

を行う副署長 監察官 3   
 

の職務 管理官 1   
 

 事件指導官 4    

 情報官 2    

 特別捜査指導官 1    

 警衛警護官 1    

 副署長 15    

 次長 2 5 0.2% 課長補 

 警務官 3   佐級 

  計 66   
 

 

 

1 警察本部の  

 

 

 

課長 7 27 0.9% 課長級 

困難な業務を 参事官 7  



 

 

8 級 

行う課長の職  

 

27 

 

 

0.9% 

隊長 1  

務 所長 1 

2 困難な業務 署長 9  

を行う警察署 術科指導推進監 1 

の長の職務 警備・防災監 1 

 
計 27 

9 級 

1 警察本部の 

13 0.4% 

部長 1 13 0.4% 部長級 

部長の職務 首席参事官 6 

2 特に困難な

業務を行う警 

運転免許センタ

ー長 

1 

察署の長の職 警察学校長 1 

務 署長 4 

 計 13 

 
合計 3,063 100% 

 
 

   
       

ウ 研究職給料表 
      

職務 

の級 

等級別基準職

務表に規定す

る基準となる

職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

1 級 
補助的研究を 

0 0% 
  0 0 0% 主事級 

行う職務 計 0 

2 級 

1 高度の知識 

75 35.4% 

主任研究員 23 34 16.0% 主任級 

又は経験を必 主任 11      

要とする研究 研究員 33 41 19.3% 主事級 

を行う職務 学芸員 

係 

3 

5 

     

2 主任研究員      

の職務 計 75      

3 級 

1 主幹研究員

の職務 

2 試験研究機

関の課長代理

の職務 

3 主査研究員

の職務 

60 28.3% 

主幹研究員 

主幹 

科長 

課長代理 

主査研究員 

主査 

係長 

主任研究員 

4 

2 

1 

16 

25 

6 

5 

1 

7 

 

 

52 

 

 

 

1 

3.3% 

 

 

24.5% 

 

 

 

0.5% 

課長補 

佐級 

 

主査級 

 

 

 

主任級 

  計 60     

4 級 

1 試験研究機

関の課長の職

務 
33 15.6% 

主幹研究員 

主幹 

科長 

26 

4 

3 

 

33 15.6% 課長補

佐級 

2 困難な業務 

を行う主幹研 

究員の職務 計 33 

 

 

 

 

5 級 

1 総括研究員 

の職務 

2 試験研究機 

関の困難な業 

務を行う課長 

の職務 

  

 

 

 

 

44 

 

 

 

 

20.8% 

総括研究員 9 15 7.1% 課長級 

副参事 1      

研究管理監 4    

精度管理監 1    

課長 24 29 13.7% 課長補 

分室長 1    佐級  

主幹研究員 2    



  主幹 1    

科長 1  
  

計 44      

 
合計 212 100% 

     
       

エ 医療職給料表（一） 
      

職務 

の級 

等級別基準職

務表に規定す

る基準となる

職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

1 級 
医療業務を行 

12 27.9% 
技師 12 12 27.9% 主事級 

う職務 計 12 

2 級 

1 主幹の職務 

10 23.3% 

医長 1 1 2.3% 課長補 

2 主査の職務 
    

佐級 

3 主任の職務 主任 9 9 20.9% 主任級 

 
計 10 

 
  

 

3 級 

1 保健所長の 

職務 

2 困難な業務 

を行う主幹の 

職務 
10 23.3% 

副参事 1 4 9.3% 課長級 

センター長 1    

副センター長 1    

部長 1    

主幹 4 6 14.0% 課長補 

医長 2   佐級 

計 10    

4 級 

困難な業務を 

11 25.6% 

所長 

医療政策総括監 

へき地医療総括

監 

所長 

副参事 

7 

1 

1 

 

1 

1 

9 20.9% 次長級 

行う保健所長

の職務 

 

 

 

  

    
 2 4.7% 課長級 

        

  計 11 
   

 
合計 43 100% 

  
   

 

オ 医療職給料表（二） 
    

職務 

の級 

等級別基準職

務表に規定す

る基準となる

職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

1 級 
医療技術業務 

0 0%  
0 0 0% 主事級 

を行う職務 計 0 

2 級 

相当高度の知

識又は経験を

必要とする医

療技術業務を 

16 8.6% 

技師 16 16 8.6% 主事級 

行う職務 計 16 

 

 

3 級 

1 主任の職務 

 

 

44 

 

 

23.8% 

主任 

課長代理心得 

技師 

27 

1 

16 

28 

 

16 

 

15.1% 

 

8.6% 

 

主任級 

 

主事級 

 

 

2 高度の知識

又は経験を必

要とする医療 

技術業務を行 



う職務 計 44 

4 級 

1 主幹の職務 

2 課長代理の 

50 27.0% 

主幹 

 

5 

 

5 

 

2.7% 

 

課長補 

佐級 

職務 課長代理 11 43 23.2% 主査級 

3 主査の職務 主査 28 
   

  主査検査員 4 
   

 
主任 2 2 1.1% 主任級 

  計 50 
   

5 級 

1 地域機関の

課長の職務 

26 14.1% 

課長 

主幹 

6 

17 

25 

 

 

 

1 

13.5% 

  

 

 

0.5% 

 

課長補

佐級 

2 困難な業務 主幹検査員 1  

を行う主幹の 教務主任 1  

職務 課長代理 1 主査級 

 
計 26   

6 級 

1 家畜保健衛

生所又は食肉

衛生検査所の

長の職務 

49 26.5% 

所長 

副所長 

室長 

副参事 

課長 

副所長 

主幹 

 

5 

4 

1 

5 

15 

3 

16 

 

15 

 

 

 

34 

 

 

 

 

8.1% 

 

 

 

18.4% 

 

 

 

 

課長級 

  

  

  

課長補 

佐級 

  

  

  

2 保健所の副

所長又は室長 

の職務 

3 副参事の職 

務 

4 地域機関の 

困難な業務を 

行う課長の職 

務 計 49 

 
合計 185 100% 

     
 

カ 医療職給料表（三） 
     

職務 

の級 

等級別基準職

務表に規定す

る基準となる

職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

1 級 
准看護師の職 

0 0% 
  0 0 0% 主事級 

務 計 0 

2 級 
保健師又は看 

35 24.8% 
技師 35 35 24.8% 主事級 

護師の職務 計 35 

3 級 

1 主任の職務 

30 21.3% 

主任 

技師 

19 

11 

19 

11 

13.5% 

7.8% 

主任級 

主事級 2 困難な業務

を行う保健師

又は看護師の 

職務 計 30     

4 級 

1 副看護師長

の職務 

22 15.6% 

主任 22 22 15.6% 主任級 

2 困難な業務

を行う主任の      

職務 計 22     

 

 

1 地域機関の

課長の職務 

 

 

 

 

課長 

看護師長 

1 

1 

6 

 

4.3% 

 

課長補 

佐級 



 

 

5 級 

2 看護師長の

職務 

 

 

33 

 

 

23.4% 

主幹 

看護師長 

副看護師長 

主査 

主任 

 

4 

1 

9 

8 

9 

 

18 

 

 

9 

 

12.8% 

 

 

6.4% 

 

 

 

主査級 

 

 

主任級 

3 困難な業務

を行う副看護 

師長の職務 

4 主幹の職務 

5 課長代理の

職務 

6 主査の職務 計 33   

6 級 

1 保健所の副

所長又は室長

の職務 

21 14.9% 

副所長 

部長 

副参事 

課長 

看護師長 

主幹 

2 

1 

1 

11 

3 

3 

4 

 

 

17 

 

 

 

2.8% 

 

 

12.1% 

 

 

 

課長級 

  

  

課長補 

佐級 

  

  

  

2 看護部長の

職務 

3 副参事の職

務 

4 地域機関の 

困難な業務を

行う課長の職 

務 

5 困難な業務 

を行う看護師 

長の職務 計 21 

 
合計 141 100% 

     
 

キ 高等学校等教育職給料表 
      

職務 

の級 

等級別基準職

務表に規定す

る基準となる

職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

1 級 

県立学校の養

護助教諭、講

師、寄宿舎指 

導員又は実習

助手の職務 

722 17.1% 

教諭 

養護教諭 

養護助教諭 

講師 

寄宿舎指導員 

実習助手 

3 

1 

26 

513 

16 

163 

4 

 

539 

 

179 

 

0.1% 

 

12.7% 

 

4.2% 

 

教諭 

 

講師等 

 

実習助

手等 

  計 722     

2 級 

県立学校の教 

諭、養護教諭 

栄養教諭、教 

諭兼寄宿舎指 

導員又は教諭 

兼実習助手の

職務 

 

3,313 78.3% 

教諭 

養護教諭 

栄養教諭 

講師（任用の期 

限を附さないも 

のに限る。） 

教諭兼寄宿舎指 

導員 

教諭兼実習助手 

寄宿舎指導員 

実習助手 

3,107 

90 

11 

1 

 

 

13 

 

89 

1 

1 

3,208 

 

 

1 

 

 

102 

 

 

2 

 

75.8% 

 

 

0.0% 

 

 

2.4% 

 

 

0.0% 

 

教諭 

 

 

講師 

 

 

教諭兼 

実習助 

手等 

実習助 

手等 

 計 3,313     

特 2 県立学校の主 28 0.7% 主幹教諭 28 28 0.7% 教諭 



級 幹教諭の職務   計 28    

3 級 
県立学校の教 

98 2.3% 
教頭 98 98 2.3% 教頭 

頭の職務 計 98 

4 級 
県立学校の校 

70 1.7% 
校長 70 70 1.7% 校長 

長の職務 計 70 

 
合計 4,231 100% 

 
   

 
 

ク 中学校・小学校教育職給料表 
  

職務 

の級 

等級別基準職

務表に規定す

る基準となる

職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

1 級 

市町立学校の 

1,532 14.2% 

養護助教諭 116 1,532 14.2% 講師等 

養護助教諭又 講師 1,416 

は講師の職務 計 1,532 

2 級 

市町立学校の 

8,063 74.9% 

教諭 7,493 8,060 74.9% 教諭 

教諭、養護教 養護教諭 455     

諭又は栄養教 栄養教諭 112     

諭の職務 講師（任用の期

限を附さないも

のに限る。） 

3 

 

 

3 0.0% 講師 

  計 8,063     

特 2

級 

市町立学校の

主幹教諭又は 
168 1.6% 

主幹教諭 

指導教諭 

38 

130 

168 1.6% 教諭 

指導教諭の職   

務 計 168 

3 級 
市町立学校の 

508 4.7% 
教頭 508 508 4.7% 教頭 

教頭の職務 計 508 

4 級 
市町立学校の 

487 4.5% 
校長 487 487 4.5% 校長 

校長の職務 計 487 

 
合計 10,758 100% 

 
   

 
 

ケ 学校栄養職員給料表 
    

職務 

の級 

等級別基準職

務表に規定す

る基準となる

職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

1 級 

学校栄養職員

の職務 43 97.7% 

臨時学校栄養職

員 

43 43 97.7% 臨時学

校栄養

補助員   計 43 

2 級 

相当高度の知

識又は経験を

必要とする学

校栄養職員の 

0 0% 
  

0 0 0% 学校栄

養職員 

職務 計 0 

3 級 

高度の知識又

は経験を必要

とする学校栄 
1 2.3% 

学校栄養職員 1 1 2.3% 学校栄

養職員 

養職員の職務 計 1 



4 級 

主任学校栄養

職員の職務 0 0%  

0 0 0% 主任学

校栄養

職員   計 0 

5 級 

総括主任学校

栄養職員の職 
0 0% 

 
0 0 0% 総括主

任学校 

務     栄養職 

 計 0   員 

 
合計 44 100% 

 
  

  
 

コ 特定任期付職員 
    

号給 基準職務表に規定する職務 
合計 内訳 

（人） （％） 職名 （人） 

1 号給 
高度の専門的な知識経験を有する者がその知識 

0 0% 
  0 

経験を活用して業務を行う職務 計 0 

2 号給 
高度の専門的な知識経験を有する者がその知識 

0 0% 
  0 

経験を活用して困難な業務を行う職務 計 0 

3 号給 
高度の専門的な知識経験を有する者がその知識 

1 33.3% 
主幹 1 

経験を活用して特に困難な業務を行う職務 計 1 

4 号給 
特に高度の専門的な知識経験を有する者がその 

0 0% 
  0 

知識経験を活用して特に困難な業務を行う職務 計 0 

5 号給 

特に高度の専門的な知識経験を有する者がその

知識経験を活用して特に困難で重要な業務を行 1 33.3% 

館長 1 

う職務 計 1 

6 号給 

極めて高度の専門的な知識経験又は優れた識見

を有する者がその知識経験等を活用して特に困 

難で重要な業務を行う職務 
1 33.3% 

最高デジ

タル責任

者 

1 

 
計 1 

7 号給 

極めて高度の専門的な知識経験又は優れた識見

を有する者がその知識経験等を活用して特に困 0 0% 
  0 

難で特に重要な業務を行う職務 計 0 

 
合計 3 100% 

  
 

   (注)各欄の％と合計の％は、端数処理（四捨五入）の関係で一致しないことがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



サ 行政職の級別職員数の構成比 

 

 

 

（７）昇給への勤務実績の反映状況（令和4年4月1日実施状況） 

  ア 管理職員 

区分 上位 標準 下位 

昇給号給数 
4号給以上 

（1号給以上） 

3号給 

（0号給） 

2号給以下 

（0号給以下） 

人員分布率 49.1％ 50.9％ 0.0％ 

(注) 昇給号給数の（ ）内は、55歳以上の職員に係る号給数です。 

 

  イ 非管理職員 

区分 上位 標準 下位 

昇給号給数 
5号給以上 

（1号給以上） 

4号給 

（0号給） 

3号給以下 

（0号給以下） 

人員分布率 18.2％ 80.9％ 0.9％ 

(注) 昇給号給数の（ ）内は、55歳以上の職員に係る号給数です。 

 

 

 

 

 

 



（８）職員の手当の状況 

ア 期末手当及び勤勉手当並びに退職手当の状況（令和4年4月1日現在） 

期末手当・勤勉手当 退 職 手 当 

（支給割合）   

   期末手当    勤勉手当 

     2.4月分    1.9月分 

     (1.35月分)   (0.9月分) 

（支給率） 自己都合    定年・応募認定 

勤続20年 19.6695 月分   24.586875 月分 

勤続25年 28.0395 月分    33.27075 月分 

勤続35年 39.7575 月分  47.709 月分 

最高限度額  47.709 月分  47.709 月分 

 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

（2％～45％加算） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5～20％ 

・管理職加算 15～25％ 

 
1人当たり平均支給額（令和3年度） 

自己都合等 定年・応募認定 

一般職員   295万円   2,274万円 

教育公務員  310万円   2,286万円 

警察官    386万円   2,187万円 

1人当たり平均支給額（令和3年度） 

1,619千円 

 

(注) 期末手当・勤勉手当支給割合の（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

イ 勤勉手当への勤務実績の反映状況（令和4年6月支給） 

  管理職員 

区分 上位 標準 下位 

成績率 

122/100～ 

107/100 

(142/100～ 

127/100) 

92/100 

(112/100) 

77/100～ 

62/100 

(97/100～ 

82/100) 

人員分布率 36.8％ 63.2％ 0％ 

   (注) 成績率の（ ）内は、特定管理職員（部長級及び次長級）に係る成績率です。 

 

非管理職員 

区分 上位 標準 下位 

成績率 100/100 95/100 90/100～85/100 

人員分布率 40.1％ 59.6％ 0.3％ 

 

ウ 地域手当の状況（令和4年4月1日現在） 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 

一級地（東京都特別区） 20％ 27人 

二級地（つくば市、川崎市、大阪市） 16％ 10人 

三級地（府中市、名古屋市） 15％   4人 

四～七級地（その他県外） 3％～12％ 1人 

県内 4.6％ 20,662人 

医師 16％ 43人 

 



エ 特殊勤務手当の状況（令和4年4月1日現在） 

支給実績（令和3年度決算見込み） 1,109,004千円  

支給職員1人当たり平均支給年額 

（令和3年度決算見込み） 
150千円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和3年度） 34.8％  

手当の種類（手当数） 32種類  

多くの職員に支給されている手当 

・教員特殊業務手当 

・教育業務連絡指導手当 

・保健福祉業務手当 

・試験防疫業務手当 

・刑事作業手当 

 

 オ 時間外勤務手当の状況 

支給実績（令和3年度決算見込み） 4,281,728千円  

支給職員1人当たり平均支給年額 

（令和3年度決算見込み） 
526千円  

支給実績（令和2年度決算） 3,990,966千円  

支給職員1人当たり平均支給年額（令和2年度決算） 486千円  

 

カ その他の手当の状況（令和4年4月1日現在） 

手   当   名 内容及び支給単価 

扶 養 手 当 

扶養親族のある職員に支給 

・子 月額10,000円 

・配偶者等 月額6,500円 

・15歳に達する日後の最初の4月1日から22歳に達する日以後の最初の3月 

31日までの間にある子については、1人につき5,000円を加算 

住 居 手 当 

自ら居住するため住宅を借り受け、月額15,000円を超える家賃を支払って

いる職員に支給 

・最高 月額28,000円 

通 勤 手 当 

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交通機関を利用又は交通用具を使用して通勤

している職員に支給 

・交通機関利用 定期券等の価額（最高 月額65,000円） 

・自動車・自動二輪車使用 距離に応じて月額3,000円～月額40,700円（交

通機関併用者については、駐車場利用料金の1/2を支給〔上限3,500円〕） 

・自転車使用 月額3,000円 

単 身 赴 任 手 当 

公署を異にする異動等に伴い転居し、やむを得ず配偶者等と別居して単身

で生活することになった職員に支給 

・月額30,000円＋加算額（配偶者等の住居との距離に応じて8,000円～

58,000円） 

休 日 勤 務 手 当 
休日等において正規の勤務時間中に勤務した職員に支給 

・1時間当たりの給与額×135/100×勤務時間数  

夜 間 勤 務 手 当 

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前5時までの間において勤務

した職員に支給 

・1時間当たりの給与額×25/100×勤務時間数  

 

 
 

 



  

宿 日 直 手 当 

宿日直勤務を命じられた職員に支給 

・一般の宿日直 勤務1回につき4,400円（5時間未満 2,200円） 

・医師又は歯科医師の宿日直 勤務1回につき21,000円（5時間未満 

10,500円） 

・常直 月額22,000円（勤務日数1/2以下 11,000円） 

管 理 職 手 当 

管理又は監督の地位の職にある職員に支給 

・行政職給料表 

最高 月額139,300円 

管理職員特別勤務手当 

管理又は監督の地位の職にある職員が臨時又は緊急の必要等により週休日

又は休日等に勤務した場合に支給 

・勤務1回につき管理職手当区分に応じて3,000円～12,000円 

初 任 給 調 整 手 当 

医師又は歯科医師、獣医師の資格を有し、採用による欠員補充が困難な職

に採用された職員に一定期間支給  

・最高 月額368,800円（医師又は歯科医師） 

・最高 月額30,000円（獣医師） 

特 地 勤 務 手 当 
生活の著しく不便な地に所在する公署に勤務する職員に給料及び扶養手当

の4/100～25/100を支給 

農林漁業普及指導手当 
農業、林業及び水産業の改良普及事業に専ら従事する職員に給料の8/100

を支給 

へ き 地 手 当 へき地学校等に勤務する職員に給料及び扶養手当の4/100～25/100を支給 

定時制通信教育手当 
定時制又は通信制の課程を置く高等学校の教育職員に給料の10/100（管理

職手当を受ける者にあっては8/100）を支給 

産 業 教 育 手 当 

農業、水産又は工業に関する課程を置く高等学校の教育職員で、実習を伴

う農業、水産又は工業に関する科目を主として担任する職員に給料の6/100

～10/100を支給 

義務教育等教員特別手当 

小学校、中学校、義務教育学校、高等学校及び特別支援学校に勤務する教

育職員に支給  

・最高 月額8,000円 

 

（９）特別職の報酬等の状況（令和4年4月1日現在） 

区  分 給料月額等 

給
料 

知 事 
副知事 

1,280,000円（1,152,000円）※１ 
1,010,000円 （959,500円）※２ 

議
員
報 
酬 

議 長 
副議長 
議 員 

1,020,000円 
    900,000円 ※３ 

  830,000円 

期
末
手
当 

知 事 
副知事 

（支給割合） 
3.25 月分 

議 長 
副議長 
議 員 

（支給割合） 
3.25 月分 

退
職
手
当 

 
知 事 
副知事 

（算定方式）        （支給時期） 
128万円×在職月数×56/100  （任期毎） 
101万円×在職月数×37/100  （任期毎） 

※１ 知事については、給料月額の10/100を減額しており、（ ）内が減額後の額です。 

※２ 副知事については、給料月額の5/100を減額しており、（ ）内が減額後の額です。 

※３ 議員報酬については、令和元年5月1日から報酬月額の10/100を減額しています。 



（１０）公営企業職員の状況 

ア 企業職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和4年4月1日現在） 

事   業 職 種 等 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

病 院 事 業 

一般行政職 43.2歳 331,691円 431,883円 

医師 41.4歳 430,252円 997,348円 

看護師等 44.8歳 330,549円 416,470円 

水 道 事 業 

一般行政職 

45.4歳 356,331円 464,428円 

工業用水道事業 44.5歳 345,135円 432,054円 

電 気 事 業 45.0歳 357,593円 427,502円 

(注)１ 企業職員とは、三重県の行っている病院事業並びに水道事業、工業用水道事業及び電気事業に従事する職

員です。これらの職員には地方公営企業等の労働関係に関する法律が適用され、給与については労使交渉

でその水準を決めることが認められています。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当等の

諸手当の額（期末・勤勉手当及び退職手当を除く。）を合計したものです。 

 

  イ 等級及び職制上の段階ごとの職員数の状況（令和4年4月1日現在） 

行政職給料表（病院事業） 
   

職務 

の級 

等級別基準職

務表に規定す

る基準となる

職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

1 級 
定型的な業務 

4 7.5% 
主事 4 4 7.5% 主事級 

を行う職務 計 4 

2 級 

高度の知識又

は経験を必要 
6 11.3% 

主事 

技師 

4 

2 

6 11.3% 主事級 

とする業務を   

行う職務 計 6 

3 級 

1 係長の職務 

2 課長代理の

職務 

3 主査の職務 

16 30.2% 

主査 

主任 

6 

10 

6 

10 

11.3% 

18.9% 

主査級 

主任級 

4 主任の職務 計 16     

4 級 

1 主幹の職務 

2 困難な業務

を行う係長の 

職務 

3 困難な業務

を行う課長代

理の職務 

4 困難な業務

を行う主査の 

6 11.3% 

主幹 

 

係長 

主査 

1 

 

1 

4 

1 

 

5 

1.9% 

 

9.4% 

課長補 

佐級 

主査級 

職務 計 6     

 

1 課長補佐の

職務 

 

 

 

 

 

 

 

 

課長補佐 

班長 

1 

1 

15 28.3% 課長補

佐級 

2 班長の職務 次長 3    

 
3 次長の職務 主幹 10    



5 級 

4 県立病院の

室長又は課長

の職務 

 

15 

 

28.3% 

     

 

5 困難な業務

を行う主幹の 

     

 
職務 計 15    

6 級 

1 経営支援・

危機管理監の

職務 

4 7.5% 

部長 

技師長 

 

 

2 

2 

4 7.5% 課長級 

 

 

 

 

 

 

2 部長の職務 

3 副参事の職

務 

4 技師長の職

務 

5 困難な業務

を行う課長補

佐の職務 

6 困難な業務

を行う班長の

職務 

 

7 困難な業務

を行う次長の

職務 

 

8 県立病院の

困難な業務を

行う室長又は 

 

課長の職務 計 4   

7 級 

1 参事の職務 

2 県立病院課

の課長の職務 

3 困難な業務

を行う部長の

職務 

1 1.9% 

課長 1 1 1.9% 課長級 

  

計 1 

8 級 
副庁長の職務 

1 1.9% 
副庁長 1 1 1.9% 次長級 

 計 1 

 
合計 53 100%      

   
 

 

医療職給料表（一）（病院事業） 
     

職務 

の級 

等級別基準職

務表に規定す

る基準となる

職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

1 級 
医療業務を行 

6 28.6% 
技師 6 6 28.6% 主事級 

う職務 計 6 

2 級 

1 次長の職務 

7 33.3% 

医長 3 3 14.3% 課長補 

佐級 

2 医長の職務 主任 4 4 19.0% 主任級 

3 主任の職務 計 7    

 
          



         

3 級 

1 副院長の職

務 

4 19.0% 

院長 

部長 

1 

1 

2 9.5% 課長級 

2 診療運営調

整監の職務 

医長 

主幹 

1 

1 

2 9.5% 課長補 

佐級 

3 部長の職務 

4 診療部長の

職務 

     

5 困難な業務

を行う次長の

職務 

       

6 困難な業務

を行う医長の

職務 

  
    

   
計 4 

4 級 

1 院長の職務 

4 19.0% 

院長 1 1 4.8% 次長級 

2 困難な業務

を行う副院長

の職務 

副院長 

部長 

2 

1 

3 14.3% 課長級 

 

3 困難な業務

を行う診療運

営調整監の職

務 

     

4 困難な業務

を行う部長 
      

の職務 計 4     

 
合計 21 100% 

     
 

医療職給料表（二）（病院事業） 
  

職務 

の級 

等級別基準職

務表に規定す

る基準となる

職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

1 級 
医療技術業務 

0 0%  
0 0 0% 主事級 

を行う職務 計 0 

2 級 

相当高度の知

識又は経験を

必要とする医

療技術業務を 

4 14.3% 

技師 4 4 14.3% 主事級 

行う職務 計 4 

3 級 

1 主任の職務 

9 32.1% 

主任 6 6 21.4% 主任級 

2 高度の知識

又は経験を必

要とする医療

技術業務を行 

技師 3 3 10.7% 主事級 

う職務 計 9     

4 級 

1 主幹の職務 

2 主査の職務 
9 32.1% 

主幹 

 

主査 

1 1 

 

8 

3.6% 

 

28.6% 

課長補

佐級 

 
8 主査級 

  計 9   

 1 室長の職務   主幹 1 1 3.6% 課長補 



5 級 2 困難な業務

を行う主幹の 

1 3.6%     佐級 

 
職務   計 1     

6 級 

1 部長の職務 

5 17.9% 

室長 5 5 17.9% 課長補 

2 技師長の職

務 
    

佐級 

3 困難な業務

を行う室長の 
    

 

職務 計 5     

 
合計 28 100% 

 
  

  
 

医療職給料表（三）（病院事業） 
    

職務 

の級 

等級別基準職

務表に規定す

る基準となる

職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

1 級 
准看護師の職 

0 0% 
  0 0 0% 主事級 

務 計 0 

2 級 
助産師又は看 

25 14.5% 
技師 25 25 14.5% 主事級 

護師の職務 計 25 

3 級 

1 主任の職務 

37 21.4% 

主任 34 34 19.7% 主任級 

2 困難な業務

を行う助産師

又は看護師の 

技師 3 3 1.7% 主事級 

職務 計 37     

4 級 

1 副看護師長

の職務 

56 32.4% 

主任 

技師 

55 

1 

55 

1 

31.8% 

0.6% 

主任級 

主事級 

2 困難な業務      

を行う主任の      

職務 計 56     

5 級 

1 次長の職務 

40 23.1% 

看護師長 3 3 1.7% 課長補 

佐級 

主査級 

 

主任級 

2 看護師長の

職務 

 

看護師長 

 

2 

 

26 

 

15.0% 

3 困難な業務

を行う副看護

師長の職務 

副看護師長 

主任 

24 

11 

 

11 

 

6.4% 

4 主幹の職務      

5 主査の職務 計 40     

6 級 

1 部長の職務 

15 8.7% 

部長 

次長 

看護師長 

室長 

主幹 

2 

3 

8 

1 

1 

 

2 

13 

1.2% 

7.5% 

課長級 

2 困難な業務

を行う次長の

職務 

課長補 

佐級 

 

3 困難な業務

を行う看護師 

 

 

長の職務 計 15     

 
合計 173 100% 

 
 

   
 

 
 



行政職給料表（水道事業・工業用水道事業・電気事業） 
    

職務 

の級 

等級別基準職

務表に規定す

る基準となる

職務 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

1 級 

定型的な業務 

10 5.6% 

主事 4 10 5.6% 主事級 

を行う職務 技師 6 

  計 10 

2 級 

高度の知識又 

12 6.7% 

主事 

技師 

2 

10 

12 6.7% 主事級 

は経験を必要 

とする業務を   

行う職務 計 12 

3 級 

1 係長の職務 

29 16.2% 

係長 1 8 4.5% 主査級 

2 課長代理の

職務 

主査 

主任 

7 

21 

 

21 

 

11.7% 

 

主任級 

3 場長代理の

職務 

     

4 主査の職務      

5 主任の職務 計 29     

4 級 

1 主幹の職務 

38 21.2% 

主幹 6 6 3.4% 課長補 

2 困難な業務

を行う係長の

職務 

 

係長 

課長代理 

 

4 

9 

 

32 

 

17.9% 

佐級 

主査級 

3 困難な業務

を行う課長代

理の職務 

主査 19    

4 困難な業務

を行う場長代

理の職務 

     

5 困難な業務

を行う主査の 

     

職務 計 38     

5 級 

1 班長の職務 

60 33.5% 

課長補佐 5 60 33.5% 課長補 

佐級 2 事業所の課

長の職務 

班長 

事業所の課長 

7 

12 

3 困難な業務 主幹 36 

を行う主幹の   

職務 計 60 

 

 

6 級 

1 本庁の課長

の職務 

 

 

22 

 

 

12.3% 

施設防災危機管

理監 

1 16 8.9% 課長級 

 

2 所長、副所 機電管理監 1     

長又は部長の RDF 対策監 1     

職務 本庁の課長 3     

3 副課長の職

務 

副参事 

所長 

4 

1 

    

4 副参事の職 

務 

センター長 

副所長 

1 

3 

    

5 困難な業務 部長 1    

を行う班長の 班長 1 6 3.4% 課長補 

職務 事業所の課長 

場長 

3   佐級 

6 事業所の困 1    



難な業務を行 副センター長 1     

う課長の職務 計 22     

7 級 

1 次長の職務 

7 3.9% 

次長 1 2 1.1% 次長級 

2 参事の職務 所長 1     

3 本庁の困難

な業務を行う

課長の職務 

本庁の課長 

所長 

副所長 

2 

1 

1 

5 2.8% 課長級 

4 困難な業務

を行う所長、副 

部長 1    

所長又は部長       

の職務 計 7     

8 級 

1 副庁長の職

務 

1 0.6% 

副庁長 

 

1 1 0.6% 次長級 

2 困難な業務

を行う次長の 

  

職務 計 1 

 
合計 179 100%      

 

(注)各欄の％と合計の％は、端数処理（四捨五入）の関係で一致しないことがあります。 



４ 勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）一般職員の勤務時間の状況 

勤務時間及び休憩時間は、原則次のように割り振られています。 

1 週間の 

勤務時間 
開始時刻 終了時刻 休憩時間 

38 時間 45 分 8:30 17:15 12:00～13:00 

公務運営上の事情により特別な勤務時間の割振りを行う必要がある場合には、所属長が任命

権者の承認を受けて勤務時間を変更することができます。 

また、研究職のうち人事委員会が定める職員については、職員の申告を経た勤務時間の割振

りを行うことができます（いわゆる「フレックスタイム」）。 

勤務時間の変更の類型には次のようなものがあります。 

ア ズレ勤務・・・・・・勤務時間の長さを変更せず、時間帯をずらした勤務 

なお、職員の請求に基づき、あらかじめ定めた 4つのパターンの

勤務時間（早出・遅出）の割振りを行うこともできます（早出遅

出勤務制度）。 

イ 交替制等勤務・・・・あらかじめ一定の形に割り振られた複数の正規の勤務時間を規則

的な周期で定型的に繰り返す勤務 

ウ 勤務時間の弾力化・・あらかじめ定めたパターンの勤務時間を組み合わせ、1週 38 時間

45 分の勤務時間を 4週間単位で割り振った勤務 

 

（２）休暇制度の概要 

区 分 種 類 内 容 

年次有給休暇  1 暦年 20日 

病気休暇 

公務傷病 必要な期間（6月以内） 

私傷病 
必要な期間（6 月以内、ただし結核は 1

年以内） 

特別休暇 

選挙権その他公民としての権利行使 

その都度必要な期間 
証人等としての裁判所等への出頭 

骨髄バンクへの登録、骨髄液等の提

供 

ボランティア休暇 1 暦年 5日以内 

結婚休暇 7 日以内 

不妊治療休暇 

1 暦年 5 日（当該通院等が体外受精及び

顕微授精に係るものである場合にあっ

ては、10日）以内 

妊婦の通勤緩和 1 日 1時間以内 

妊娠障害（つわり等） 14 日以内 

産前・産後休暇 
産前・産後各 8 週間（多胎は産前 14 週

間） 

男性職員の育児参加 
妻の産前・産後各 8 週間（多胎は産前 14

週間）の期間に 5日以内 

妻の出産、子の傷病等 

1 暦年 4 日以内 (子の傷病等について

は、中学就学前の子が 1人の場合は 4日

（その子が 2人以上の場合は 8日）を加

えることができる。） 

学校等が実施する行事への出席 高等学校等を卒業又は修了するまでの



子 1人につき 1日 

要介護者の介護 
1 暦年 5 日（要介護者が 2 人以上の場合

は 10日）以内 

 

育児時間 1 日 2回各 45分（生後 1年 9月以内）          

生理休暇 
その都度必要な期間 

法令に基づく予防注射、健康診断等 

忌引 
配偶者 10 日、父母 7 日、子 5 日、兄弟

姉妹 3日 等 

配偶者、子及び父母の祭日 
1 日以内（遠隔地の場合往復日加算）         

配偶者の父母及び父母の配偶者を含む。 

夏季休暇（盆等の諸行事、健康増進） 5 日以内 

スクーリング 

その都度必要な期間 
災害による住居の滅失及び損壊 

災害等による出勤困難 

災害時等の退勤途上の危険回避 

介護休暇 配偶者等の介護（無給） 

介護を必要とする一の継続する状態ご

とに、3 回を超えず、かつ、通算して 6

月を超えない範囲内で指定する期間 

介護時間 配偶者等の介護（無給） 

介護を必要とする一の継続する状態ご

とに、連続する 3年の期間内において、

1日につき 2時間以内 

組合休暇 職員団体の活動への従事（無給） 1 暦年 30日を超えない日数 

 

（３）年次有給休暇の取得状況（令和 3年 1月 1日～令和 3年 12 月 31 日） 

職員には 1年（暦年）あたり 20 日間の年次有給休暇が与えられます。残日数がある場合は、 

20 日を限度として翌年に繰り越すことができます。 

令和 3 年の職員 1人当たりの平均取得日数は次のとおりです。 

 平均日数（日） 

知事部局等 14.6 

教育委員会 13.4 

警   察 13.3 

（注）教育委員会の対象者は、事務局職員及び県立学校の事務職員、学校司書、現業職員等です。 

 

（４）介護休暇の取得状況（令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日）     （単位：人） 

 
知事部局等 教育委員会 警   察 合計 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 

介護休暇の取得人数 5 5 2 17 1 1 8 23 

 

５ 休業の状況 

（１）育児休業の取得状況（令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日）     （単位：人） 

 
知事部局等 教育委員会 警   察 合計 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 

育児休業の取得人数 72 131 24 857 15 74 111 1,062 

部分休業の取得人数 10 88 23 186 2 52 35 326 

（２）配偶者同行休業の取得状況（令和 3年 4月 1日～令和 4年 3 月 31 日）  （単位：人） 

 
知事部局等 教育委員会 警   察 合計 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 

配偶者同行休業の取得人数 0 0 1 1 0 0 1 1 



６ 分限及び懲戒処分の状況 

（１）分限処分者数 

分限処分は、公務能率を維持することを目的として、心身の故障や職に必要な適格性を欠く

等一定の事由がある場合に、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分です。そ

の種類として、免職、降任及び休職があります。 

令和 3年度の分限処分の状況は次のとおりです。            （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（ ）内は、実人数です。 

 

処分の種類
処分事由
勤務実績が良くない場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

心身の故障の場合 0 (0) 0 (0) 118 (53) 118 (53)

職に必要な適格性を欠く場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)
刑事事件に関し起訴された場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

条例で定める事由による場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

小計 0 (0) 0 (0) 118 (53) 118 (53)

勤務実績が良くない場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

心身の故障の場合 0 (0) 0 (0) 228 (125) 228 (125)

職に必要な適格性を欠く場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)
刑事事件に関し起訴された場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

条例で定める事由による場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

小計 0 (0) 0 (0) 228 (125) 228 (125)

勤務実績が良くない場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

心身の故障の場合 0 (0) 0 (0) 31 (11) 31 (11)

職に必要な適格性を欠く場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)
刑事事件に関し起訴された場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

条例で定める事由による場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

小計 0 (0) 0 (0) 31 (11) 31 (11)

勤務実績が良くない場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

心身の故障の場合 0 (0) 0 (0) 377 (189) 377 (189)

職に必要な適格性を欠く場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)
刑事事件に関し起訴された場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

条例で定める事由による場合 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

小計 0 (0) 0 (0) 377 (189) 377 (189)

教育
委員会

警察

計

合計

知事
部局等

免職 降任 休職



処分の種類
処分事由
法令に違反した場合 1 1 2 0 4

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 0 0 1 0 1
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 0 0 0 0 0

小　　計 1 1 3 0 5

法令に違反した場合 3 2 2 0 7

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 0 0 0 0 0
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 0 0 0 0 0

小　　計 3 2 2 0 7

法令に違反した場合 2 1 0 0 3

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 0 0 0 1 1
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 0 0 0 2 2

小　　計 2 1 0 3 6

法令に違反した場合 6 4 4 0 14

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 0 0 1 1 2
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 0 0 0 2 2

合　　計 6 4 5 3 18

計

知事
部局等

免職 停職 減給 戒告 合計

教育
委員会

警察

（２）懲戒処分者数 

懲戒処分は、職員が法令や職務上の義務等に違反した場合に道義的責任を問うことにより、

公務における規律と秩序を維持することを目的とする処分です。その種類として、免職、停職、

減給及び戒告があります。 

県民の皆さんからの信頼を確保していくために、今後とも服務規律の遵守の徹底を図るとと

もに、不祥事が発生した際には厳正に対処してまいります。 

令和 3年度の懲戒処分の状況は次のとおりです。            （単位：人） 

  

 

  

 

 

  

 

  

   

 

 

 

 

 



７ 服務の状況 

（１）職務専念義務免除の概要 

職員は、法律や条例に特別に定めがある場合以外は、勤務時間及び職務上の注意力のすべて

をその職責遂行のために用い、県民全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職

務の遂行にあたっては全力をあげてこれに専念しなければなりません。 

人間ドックや国民体育大会に参加する場合等には、あらかじめ承認を得れば、職務に専念す

る義務を免除される場合があります。 

 

（２）営利企業等への従事の状況 

職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利企業等の役員等を兼ねることや自ら営利企業

を営むこと、その他報酬を得ていかなる事業又は事務にも従事することはできません。 

令和 4 年 4月 1日現在の営利企業等への従事の状況は、次のとおりです。 

ア 地方公務員法第 38条第 1項の規定に基づき、任命権者の許可を受けて兼業している者 

区 分 人数（人） 主な事業内容 

営利を目的とする私企業を営むことを目的とす

る会社その他の団体の役員その他人事委員会規

則で定める地位を兼ねている者 

  

自ら営利を目的とする私企業を営んでいる者 177 太陽光電気販売、不動産賃貸 

報酬を得て、何らかの事業又は事務に従事して

いる者 
21 非常勤講師、観光案内等 

 

イ 教育公務員特例法第17条第1項の規定に基づき、兼職している者 

区 分 人数（人） 主な業務内容 

国立学校等（大学院を含む）及び教育施設等   

公立学校等（大学院を含む）及び教育施設等   

私立学校等（大学院を含む）及び教育施設等   

その他 5 
手話通訳、編集協力、職業訓

練に係る講義、競技指導 

 

（３）コンプライアンスの推進 

三重県では、コンプライアンスを「自らの行動が県政に対する県民の皆さんの信頼に影響を

与えることを常に認識し、法令や社会規範、ルール、マナーを遵守するとともに、正確、誠実

かつ公正に職務を遂行し、説明責任を果たすことによって、県民の皆さんの信頼に応えていく

こと」と定義しています。 

「コンプライアンスの推進」については、令和 2年度から取り組む「第三次三重県行財政改

革取組」の柱の一つに位置づけ、職員のコンプライアンス意識の向上と、的確な業務の進め方

の徹底に取り組みました。コンプライアンス意識の向上に向けては、全庁推進体制であるコン

プライアンス推進会議を開催し、事例検証や再発防止の取組について情報共有・意見交換を行

うとともに、全ての所属でコンプライアンス・ミーティングを実施しました。また、組織とし

て的確に業務を進める仕組みの構築に向けては、事務の適正な執行を確保するため、内部統制

制度を運用するとともに、職員のマネジメント能力やチェック機能を向上させるため、各階層

別にコンプライアンス等の研修を実施しました。 

県民の皆さんからの信頼をより高めていくため、引き続きコンプライアンスの推進に取り組



みます。 

 

８ 退職管理の状況 

（１）退職管理の概要 

   平成 28 年 4 月 1日の改正地方公務員法等の施行により、営利企業等に再就職した元職員に対

し、離職前の職務に関して、現職職員への働きかけが禁止されるなど、退職管理の適正化が図

られることとなり、三重県においても退職管理の適正化を確保するため、次の措置を講じてい

ます。 

・管理職であった元職員が、離職後 2年間、営利企業等の地位に就いた場合は、任命権者等

に再就職情報を届け出なければならない。 

   なお、退職者の営利企業等への再就職情報の届出状況は、（２）のとおりです。 

 

（２）退職者の営利企業等への再就職情報の届出状況 

（単位：件） 

知事部局等 59 

教育委員会 11 

警   察 8 

合   計 78 

（注）１ 令和 3年 4月 2日から令和 4年 4月 1日までの間に再就職した届出（届出後の変更含む）の件数。 

２ 件数は、令和元年度退職者、令和 2年度退職者及び令和 3年度退職者を合わせた件数。 

３ 営利企業等・・・国、国際機関、地方公共団体、特定独立行政法人、特定地方独立行政法人を除く法人 



９ 研修の状況   

（１）研修の状況 

【知事部局等】 

ア 職員研修体系の概要   

「三重県職員人づくり基本方針」（令和 2年 3 月改定）を踏まえて、県民に成果を届けるた

めに必要な能力、スキルなどの開発が効果的にできるよう、令和 4 年 3 月に「令和 4 年度三

重県職員研修計画」を策定しました。この計画に基づき、職員の能力や専門性の開発を支援

するとともに、職員に期待される役割やキャリア段階に相応しい知識や能力を習得できるよ

う、研修を実施します。 

◎職員研修センター研修（令和 4年度の状況） 

基本研修 基本的知識及び技能等を段階的に習得する必修研修 

新規採用職員研修、主事・技師級 3年目研修、主事・技師級 5年目研修、新任主任級研修、 

新任係長等研修 

管理監督者研修 マネジメント層に対する必修研修 

新任班長等研修、新任所属長研修、新任次長級研修、トップセミナー 

ＯＪＴ支援研修 職場における人材育成を支援するための研修 

新規採用職員トレーナー研修 

ブラッシュアップ研修 職員に必要な能力を磨き上げる研修 

法制執務講座、業務マネジメント研修、業務改善力研修、マネジメントのためのコミュニ

ケーションスキル向上研修、e-ラーニング研修 等 

派遣研修 自治大学校等に職員を派遣して行う研修 

◎所管部研修 所管部が中心となって全庁的に実施する職務遂行に必要な知識及び技能等を習

得させる研修 

（人権・福祉、コンプライアンス、業務改善、防災・危機管理 等） 

◎部内研修 各部が部内職員に対して実施する各部の職務遂行に必要な知識及び技能等を習得 

させる研修 
 

イ 職員研修実施状況 

令和 3年度の主な研修の実施状況は、次のとおりです。 

研修名 
集合研修（Zoom 含む） 動画等研修 受講者数 

（延べ人数） 講座数 実施回数 延べ日数 講座数 

基本研修 6 39 34 5 1,770 

管理監督者研修 2 4 4 3 659 

ＯＪＴ支援研修 - - - 1 把握せず 

ブラッシュアップ研

修 
10 11 10 - 265 

ｅ－ラーニング研修 - - - 20 1,543 

所管部研修 1 4 2 7 5,984 

（注）所管部研修は、職員研修センター主催分（人権研修、人権啓発推進員研修、人権啓発推進員による職場内 

研修）のみを記載 

 

 

 



【教育委員会】 

ア 教職員研修体系の概要 

平成 30 年 3 月に策定された「教員育成指標」をふまえ作成した「教員研修計画」をもとに、全て

の教職員がコンプライアンスをはじめとする素養や、授業力等の高い専門性を身につけられるよう、

職種や経験に応じた研修を系統的かつ体系的に実施します。また、関係機関との連携講座、県内教

育研究所等との共催講座を実施します。 

 

 

 

 

 教諭研修   

教諭研修（初任者、教職 2～3 年次、教職 6 年次、中堅教諭等Ⅰ）、養護教諭研修（新規採用、養護

教諭 6 年次、中堅養護教諭等Ⅰ）、栄養教諭研修（新規採用、栄養教職 6 年次、中堅栄養教諭等Ⅰ） 

 主幹教諭等研修   

新任主幹教諭、新任指導教諭 

 管理職研修   

新任校長、新任教頭 

  

 

 授業力の向上   

授業実践研修 

教科等研修（教科等に関する研修、各教科、ＮＩＥ講座、ＭｉｅＭｕ活用講座、授業改善研修（県

立学校教科教育研究会との連携講座）、小中道徳科授業づくり研修理数系教員養成拠点構築プログラ

ム事業（三重大学と共同実施）、英語教育改善プラン推進事業（文部科学省の事業受託）） 

教育課題への対応力の向上   

テーマ別研修（人権教育、特別支援教育、多文化共生教育、外国人児童生徒教育、キャリア教育、

学級経営、生徒指導、乳幼児教育、環境教育） 

ＩＣＴ活用指導力向上に向けた研修（情報教育、教員ＩＣＴ活用指導力向上講習会、県立学校１人

１台端末活用研修） 

英語指導力の向上 

  小学校英語教育基礎研修、小中学校英語研修、小学校英語 Small Talk 研修、中学校英語教育基礎研 

修、高校英語研修、高校英語教育基礎研修、英語力向上研修 等 

教育相談に関する専門性の向上 

教育相談ベーシック研修、教育相談ステップアップ研修、教育相談リーダー育成研修、ケース・カ

ンファレンス、教育相談地域支援研修 

 

 

  授業研究推進リーダー育成研修、学校組織マネジメントリーダー育成研修、日本語指導に係る中核

的教員の養成研修、教育相談リーダー育成研修   

          

研修講座 

教職員の経験や職種に応じた研修 

教育課題に対応した教職員の専門性を向上させる研修 

中核的リーダーを育成する研修 

出前研修 



 

授業力向上支援出前研修、組織力向上支援出前研修 

 

 

 教職員支援機構との連携事業 

 

                            

 新教育大学等大学院教員派遣、大学等教員長期派遣、発達障がい児支援のための人材育成研修、社会 

体験研修、県外研修（教職員支援機構が主催する研修）、教職員中央研修） 

 

 

 ブロック別研修、ネットＤＥ研修、放課後１時間研修、教科等研修の見逃し配信 

 

 

 

 子どもの心サポート事業（専門的教育相談の実施、教職員研修、学校等の教育相談体制支援） 

 いじめ電話相談事業（24 時間体制のいじめ電話相談） 

 ＳＮＳを活用した相談事業（いじめをはじめとする様々な悩みを抱える子どもたちが多言語でも相談 

できるＳＮＳ相談） 

 

 

 

 指導改善研修、職務遂行能力向上支援研修、教員フォローアップ研修 

 

 

 

研修企画研究事業（教育課題に関する調査研究、各種教育情報・資料の提供） 

 

イ 教職員研修実施状況 

  令和 3 年度の主な研修の実施状況は、次のとおりです。 

研修名 講座数 受講者数（人） 

 研修講座 511 23,961 

 ネットＤＥ研修 238 16,017 

 校内研修等支援（※1）     33（※2）   83 

 子どもの心サポート事業（学校支援等）  22    333 

 学校マネジメント推進事業  2     89 

受講者総数 40,483 

  ※１ 校内研修等支援は、「授業研究推進ﾘｰﾀﾞｰ育成研修に係る訪問支援」「校内研修支援出前研修」がある。 

  ※２ 内訳「授業研究推進ﾘｰﾀﾞｰ育成研修に係る訪問支援：31 講座」「校内研修支援出前研修：2 講座」 

 

 

研修に参加しやすい環境の整備 

教育相談 

教職員の能力向上フォローアップ 

教育情報提供 

外国人児童生徒等に対する日本語指導指導者養成研修 

派遣研修 



【警 察】 

ア 職員研修体系の概要 

警察学校その他の教育訓練施設において、新たに警察職員として採用された者や昇任した

者等に対し、その職務の遂行に必要な知識及び技能を修得させるために、入校による研修を

行っています。 

初 任 科 新たに採用された警察職員に、その職務の遂行に必要な基礎的な知識及び技能を

修得させるための課程 

初任補修科 初任科及び職場での実習を修了した警察官に必要な知識及び技能を修得させるた

めの課程 

専 科 警察職員に、特別の分野に関する専門的な知識及び技能を修得させるための課程 

任 用 科 各階級に昇任又は昇任が予定されている警察職員にその職務の遂行に必要な知識

及び技能を修得させるための課程 

また、部門別に新規任用の警察官に、その職務の遂行に必要な知識及び技能を修

得させるための課程 

イ 職員研修実施状況 

令和 3年度の主な研修の実施及び受講状況は、次のとおりです。 

学校別 課程名 回数 期間 
受講者

数（人） 

警察大学校 

警察運営科 3 2 週 4 

任

用

科 

警部 
本課程（48 歳未満） 3 8 週 24 

特別短期課程（48 歳以上） 3 2 週 4 

課長補佐 2 2 週 2 

教官養成科 4 1 月  8 

術科指導者養成科 1 2 月 1 

専科 26 1 週から 3週まで 27 

指定職種任用科 5 1 週から 3週まで 5 

研究科 2 3 週 2 

国際警察センター 語学研修科等  5 2 週から 8月まで 5 

取調べ技術総合研 

究・研修センター 

取調べ技術・捜査指揮 

研修科 
1 2 週 1 

サイバーセキュリティ

研究・研修センター 
サイバー捜査研修科 3 2 週又は 3 週 1 

法科学研修所 鑑定技術職員養成科等 10 1 週から 4週まで 10 

管区警察学校 

任

用

科 

警部補（46 歳未満） 4 6 週 50 

巡査部長（41 歳未満） 4 5 週 46 

係長（46歳未満の一般職員） 1 2 週 6 

主任（41歳未満の一般職員） 2 2 週 6 

専科 37 1 週から 6週まで 45 

県警察学校 

初

任

科 

新規採用の警察官 2 10 月又は 6 月 70 

新規採用の一般職員 1 4 週 18 

初任補修科 2 3 月又は 2 月 81 

任

用

科 

警部補（46 歳以上） 1 2 週 9 

巡査部長（41 歳以上） 1 2 週  9 

部門別（各部門に新規任用の警察官） 5 4 週又は 2 週 64 

専科 25 1 週から 2週まで 357 



１０ 福祉及び利益の保護の状況     

厳しい行財政運営を効果的・効率的に展開していくため、公務能率の向上を目的とした福利厚

生制度を実施しています。 

令和 3年度においては、次のような事業を行っています。 

（１）健康管理事業の状況 

労働安全衛生法及び各任命権者の安全衛生管理規程に基づき、事業者の責務として、職員の

安全と健康を確保するため下記の健康管理事業を実施しています。 

事業の名称 事業の内容 

一般健康診断 
職員の健康状態を把握し、適切な就業上の措置や保健指導を実施するこ

とを目的に実施しています。 

特定業務従事者 

健康診断・特殊健

康診断 

有害な業務に常時従事する職員に業務上疾病が発生するのを予防するこ

とを目的に実施しています。 

その他健康診断 各種がん検診等の健康診断を実施しています。 

その他の健康管

理事業 

快適な職場環境を実現し職員の安全と健康を確保するため、安全衛生管

理事業、メンタルヘルス事業等を実施しています。 

健康管理事業の決算額（千円） 211,187 

                                 

（２）その他福利厚生事業の状況 

職員の共済制度については、地方公務員等共済組合法に基づき共済組合が、福利厚生制度に

ついては、条例に基づき設置された職員互助会が、公務災害補償については、地方公務員災害

補償法に基づき地方公務員災害補償基金が、それぞれ主体となり制度を実施しています。 

 



１１ その他知事が必要と認める事項 

（１）労使協働委員会の概要 

ア 趣旨・目的 

労使の緊張感ある協働の下、より良い県政の実現を目指して、勤務条件から政策議論にいた

る幅広い課題についてオープンで建設的な議論を行うため、平成 12 年 5 月 30 日に創設しま

した。 

「家族や仲間を大切にし、健康で働きやすい県庁（しょくば）」、「強じんで多様な魅力あふ

れる『美し国』みえ」をめざすため、「労使協働委員会」において、労使双方が真摯に議論を

行っています。 

イ 体制・主な特徴 

・県の組織体制に沿った三層制の体制（中央、部局等、職場）で構成されています。 

・中央労使協働委員会は、報道機関に公開し開催するとともに、その概要は県ホームページ 

へ掲載し「透明性」を図っています。 

・労使協働委員会の活動は、庁内ネットワーク上へ掲示し、職員や組織の間で情報を共有し 

ています。 

ウ 理念・枠組み 

・共同アピール     平成 12 年 5月 30 日（創設日） 

・共同アピール 20 0 3  平成 15 年 7月 25日 

・共同アピール 20 1 1  平成 23 年 7月 5 日 

・共同アピール 20 2 1  令和 3年 12 月 17日 

・運 営 要 綱     平成 14 年 4 月 24 日（令和 4年 4月 1 日最終改定） 

 

これまでの取組の概要は、県ホームページで公表しています。 

＊ 県ホームページアドレス  

https://www.pref.mie.lg.jp/JINJI/HP/37511030566.htm 



第２　人事委員会の業務の状況

１　競争試験及び選考の状況

（１）競争試験の状況

約 65 362 271 74.9% 132 2.1 129 97.7% 87 - - 87 3.1

約 18 98 75 76.5% 39 1.9 35 89.7% 25 24 96.0% 21 3.6

福祉
分野

約 2 14 9 64.3% 6 1.5 5 83.3% 2 - - 2 4.5

環境
分野

約 4 14 10 71.4% 8 1.3 8 100.0% 5 - - 5 2.0

約 12 32 26 81.3% 22 1.2 20 90.9% 14 - - 14 1.9

約 7 10 8 80.0% 6 1.3 6 100.0% 4 - - 4 2.0

約 4 24 19 79.2% 11 1.7 8 72.7% 6 - - 6 3.2

約 21 33 25 75.8% 21 1.2 21 100.0% 18 - - 18 1.4

約 3 5 2 40.0% 2 1.0 2 100.0% 2 - - 2 1.0

約 2 7 4 57.1% 4 1.0 4 100.0% 2 - - 2 2.0

約 4 10 8 80.0% 6 1.3 5 83.3% 4 - - 4 2.0

約 8 19 17 89.5% 12 1.4 11 91.7% 8 - - 8 2.1

約 150 628 474 75.5% 269 1.8 254 94.4% 177 24 96.0% 173 2.7

約 7 81 48 59.3% 19 2.5 16 84.2% 8 - - 8 6.0

約 2 14 12 85.7% 8 1.5 8 100.0% 3 - - 3 4.0

約 9 95 60 63.2% 27 2.2 24 88.9% 11 - - 11 5.5

一般行
政分野

約 9 76 65 85.5% 27 2.4 26 96.3% 12 - - 12 5.4

約 3 6 6 100.0% 5 1.2 5 100.0% 2 - - 2 3.0

約 2 3 3 100.0% 3 1.0 3 100.0% 1 - - 1 3.0

工学
分野

約 7 17 17 100.0% 17 1.0 15 88.2% 11 - - 11 1.5

約 5 41 36 87.8% 16 2.3 16 100.0% 9 - - 9 4.0

約 26 143 127 88.8% 68 1.9 65 95.6% 35 - - 35 3.6

三重県
職員

採用試験

　　　令和３年度中に実施した競争試験は、三重県職員採用候補者試験、三重県警察官採用候補者
　　試験及び市町立小中学校職員採用候補者試験であり、その状況は下表のとおりでした。

農業

水産

総合土木

自然
分野

行政Ⅰ

受験率

第１次試験

受験
者数

最終合
格者数 競争率

Ａ

保健師

行政Ⅱ

薬剤師

一般
行政
分野

福祉技術

環境化学

合          　　　計

試験種類 試験区分
採用

予定数
申込者

数 合格
者数

第３次試験

受験
者数

受験
者数

合格
者数

受験率

第２次試験

競争率受験率

農学

林学

工学
分野

建築

電気

健康
衛生
分野

司書

合                計

Ｃ

総合土木

警察事務

一般事務

警察事務

自然
分野

林業

合                計



受験率

第１次試験

受験
者数

最終合
格者数 競争率

試験種類 試験区分
採用

予定数
申込者

数 合格
者数

第３次試験

受験
者数

受験
者数

合格
者数

受験率

第２次試験

競争率受験率

一般行
政分野

約 7 226 152 67.3% 53 2.9 47 88.7% 12 - - 12 12.7

約 1 36 24 66.7% 12 2.0 12 100.0% 2 - - 2 12.0

約 8 262 176 67.2% 65 2.7 59 90.8% 14 - - 14 12.6

約 193 1,128 837 74.2% 429 2.0 402 93.7% 237 24 96.0% 233 3.6

約 35 198 169 85.4% 94 1.8 87 92.6% 43 - - 43 3.9

約 11 47 41 87.2% 29 1.4 21 72.4% 16 - - 16 2.6

約 1 3 3 100.0% 1 3.0 1 100.0% 1 - - 1 3.0

約 47 248 213 85.9% 124 1.7 109 87.9% 60 - - 60 3.6

男性 約 7 87 65 74.7% 25 2.6 25 100.0% 7 - - 7 9.3

女性 約 3 26 14 53.8% 8 1.8 8 100.0% 4 - - 4 3.5

約 10 113 79 69.9% 33 2.4 33 100.0% 11 - - 11 7.2

約 57 361 292 80.9% 157 1.9 142 90.4% 71 - - 71 4.1

約 23 155 121 78.1% 61 2.0 57 93.4% 23 - - 23 5.3

約 10 73 61 83.6% 30 2.0 27 90.0% 13 - - 13 4.7

約 33 228 182 79.8% 91 2.0 84 92.3% 36 - - 36 5.1

約 90 589 474 80.5% 248 1.9 226 91.1% 107 - - 107 4.4

Ｂ 約 22 127 86 67.7% 44 2.0 40 90.9% 22 - - 22 3.9

Ｃ 約 3 17 12 70.6% 8 1.5 6 75.0% 3 - - 3 4.0

社 約 1 45 33 73.3% 11 3.0 11 100.0% 2 - - 2 16.5

約 26 189 131 69.3% 63 2.1 57 90.5% 27 - - 27 4.9

約 309 1,906 1,442 75.7% 740 1.9 685 92.6% 371 24 96.0% 367 3.9

三重県
職員

採用試験

警察官
採用試験

男性

合                計

男性

女性

女性

学校事務

小          計

小          計

合　　　　　　　計

Ｂ
４
月

語学（ポルトガル語)

警察事務

県職員合計

Ａ
①

Ａ
②

社
会
人

総合計

小          計

警察官合計

市町立
小中学校

職員
採用試験

学校事務

学校事務

小中学校職員合計

一般事務



 

（２）採用選考の状況 

各任命権者から人事委員会あてに申請のあった採用選考（国の機関等からの割愛採用等。選

考職種採用は除く。）の状況は、下表のとおりでした。（令和3年度中に任用したもの） 

                               （単位：人） 

任命権者 

職級 
知事等 教育委員会 警察本部長 計 

部長級 1   1 
次長級 4   4 
課長級 9 6  15 
課長補佐級 77 5  82 
主査級 104 3 1 108 
主任級 52   52 
主事級 78 1 2 81 
警視   5 5 
警部   8 8 
警部補   3 3 
巡査部長   3 3 
巡査   2 2 

計 325 15 24 364 

 

２ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告・勧告の状況 

令和3年10月11日、人事委員会は、地方公務員法の規定に基づき、県議会議長及び知事に対し、

県職員の人事管理や給与等について報告を行い、併せて給与の改定について勧告を行いました。 

（１）人事管理に関する報告 

  ア 人材の確保・育成 

（ア）人材の確保 

・多数の定年退職が見込まれる中で継続的に人材を確保するには、PRの対象や効果的な方法

を検討した上での採用活動や、採用試験についての抜本的な見直しを含めた調査・研究の

ほか、民間人材の採用方法の検討が必要です。 

（イ） 人材の育成・活用 

 a 人材の育成 

・OJTを効果的に機能させるためには、各職員が、職場や職級にかかわらず育成の必要性に

対する強い意識を持ち、高い指導能力を備え、部下や後輩職員のスキルや意欲を向上させ

られる仕組みが必要です。 

・若手・中堅職員は、現在よりも早期にマネジメント層に登用される可能性があることを強

く認識し、新たな事柄に挑戦し、常に学んでいく姿勢を持つことが重要であり、そのため

には管理職員のリーダーシップも不可欠です。 

・高齢層の職員は、知識や技術の継承のみならず、自ら担当職員として、さまざまな分野で

活躍できるよう、自身のポータブルスキルをアップデートしていかなければならないとい

う当事者意識を持つことが重要です。 

ｂ 女性活躍の推進と能力や適正に基づいた人材育成 

・仕事と育児の両立を可能とする環境の整備のもと、性別によらず能力や適性に基づいた人

事配置や事務分掌を通して人材育成を図っていくことが重要です。 



・性別や時間制約の有無にかかわらず、全ての職員が能力を最大限発揮できる環境づくりと

して、在宅勤務（テレワーク）や時差出勤等柔軟な働き方も活用し、多様な人材の活躍を

促す働き方改革等に総合的に取り組むことが重要です。 

（ウ）不祥事及び不適切事務の防止に向けた取組の徹底 

 ・自分の行動が県全体、職員全体への信頼に大きく影響を与えることを全職員が強く自覚し、

⾃らを厳しく律するよう徹底することが必要です。 

・県民との信頼関係は県政運営の基本であることから、職員の非違行為に対しては、厳正に

対処するとともに、県民からの信頼回復に向けて職員個人の不断の資質向上と、職員が意

欲的に仕事に取り組むことのできる環境づくりの推進が必要です。 

 

イ 能力・実績に基づく人事管理の推進と組織力の向上 

 ・適切な目標設定、評価段階の判断基準の明確化、面接の適切な実施など、評価制度の趣旨

について、人事評価制度が正しく運用されるよう、引き続き徹底を図るとともに、その制

度を効果的に運用するためには、所属長と職員が対話により相互理解を重ね、目標の設定

等を職員の成長につなげることが大切であり、また、人事評価が公平かつ客観的に行われ

ることにより、職員の評価制度への信頼を向上させることが必要です。 

 

  ウ 勤務環境の整備 

（ア）知事部局等における取組の推進 

・新型コロナウイルス感染症の対応に当たっては、特例業務として、やむを得ず制限を超え

る時間外勤務命令を行うことができるものの、過重労働による健康被害を防止するための

措置の徹底が必要です。 

・緊急性のある業務や高い専門性を要する業務については、特定の職員に負荷がかかってい

る状態が長期にわたり続いているため、より果敢に県庁全体の業務の見直しを行い、柔軟

かつ迅速に適切な人員配置を行うことが必須です。 

・今回のことを教訓として、再び同じような状況が発生した場合、職員の健康を確保し、良

好な勤務環境をどのように構築するのか事前に検討しておくことが必要です。 

（イ）学校現場における労務管理の推進 

 ・制度の改善や仕組みの整備にとどまらず、総勤務時間縮減に向けて今後も引き続き全ての

関係者が協力・連携し取組を推進していくことが必要です。 

・教員における働き方改革については、時間外労働の大きな原因である部活動の在り方や、

最近の新型コロナウイルス感染症の影響による対応等を含めて、今後も取組を進めること

が必要です。 

（ウ）警察における労務管理の推進 

・令和３年度において、過重労働による健康管理医の面接指導の対象となる月80時間を超え

て時間外勤務を行う職員は、ごくわずかとなっているが、現場の一人ひとりが、健康確保

等の観点から長時間労働を是正するという趣旨を正しく理解することが必要です。 

・今後も業務の効率化を図るなど、職員が能力を最大限発揮できるように勤務環境を一層整

備していくことが重要です。 

（エ）柔軟かつ多様な働き方 

 ・仕事と家庭生活を両立するためには、より多くの職員が利用しやすい制度の新設・拡充に



ついて検討していくとともに、職員が制度を取得しやすい職場環境を作っていくことが必

要です。 

・引き続き、障がいのある職員にとって働きやすい職場環境づくりを進めるとともに、職員

一人ひとりが性の多様性を認識し、パートナーシップ関係にある職員が働きにくさを感じ

ることがないよう取り組んでいくことが重要です。 

（オ）ハラスメントのない職場環境づくり 

 ・ハラスメントを防止し、職員が気持ちよく働ける職場をつくることは、県民サービスの向

上につながることから、職場全体で対応するべき問題として、ハラスメントを正しく理解

するための啓発や、相談しやすい雰囲気作りを進めることが必要です。 

 

エ 非常勤職員に係る人事管理 

 ・一般職非常勤職員の「会計年度任用職員」制度が、今後も適切に運用されるように努める

ことが必要です。 

・非常勤職員には多様化・複雑化する地方行政サービスの重要な担い手としてその職責を自

覚した業務遂行が求められており、一人ひとりが、高い意欲を持って能力を十分に発揮し

て勤務できるよう、引き続き働きやすい勤務環境整備に取り組むことが必要です。 

 

オ 高齢期の雇用問題 

 ・公務員の定年の引上げについては、令和5年度以降、定年を60歳から65歳まで2年に1歳ずつ

段階的に引き上げる内容の「地方公務員法の一部を改正する法律」が成立し、本県におい

ても、6月の定例月会議において、関連する条例案が議決されたことから、今後は、役職定

年制や定年前再任用短時間勤務制等を円滑に導入できるよう関係規則等の整備に取り組む

ことが重要です。 

 

（２）職員の給与に関する報告 

ア 公民給与の較差 

企業規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の県内744の民間事業所のうちから、159事

業所を抽出し、職種別民間給与実態調査を実施しました。当該調査において、4月分の公民給

与について、役職・学歴・年齢別に対比して公民較差を算出した結果、月例給については、

職員の給与が民間従業員の給与を1人当たり平均44円上回っていました。 

 

  イ 改定の基本方針 

    月例給については公民較差が 44 円と極めて小さいことから、給料表及び諸手当の改定を見送る

こととします。 

    特別給である期末・勤勉手当については、職員の年間の支給月数（4.45 月）が、民間の特別給

の支給割合（4.30 月）を上回っていることから、民間の特別給の支給割合に見合うよう、支給月

数の引下げ改定を行います。 

 

  ウ 改定すべき事項 

    期末・勤勉手当の支給月数を 0.15 月分引下げ、4.30 月とします。引下げ分は期末手当に反映し、

令和 3 年度においては 12 月期の期末手当の支給月数を 1.275 月から 1.125 月へ引き下げ、令和 4



年度以降においては 6 月期及び 12 月期の期末手当の支給月数がそれぞれ 1.2 月となるよう配分し

ます。 

 

    エ 実施時期 

    令和 3 年 12 月 1 日（令和 4 年度以降の改定は令和 4 年 4 月 1 日） 

 

（３）その他の課題 

  １ 定年の引上げによる給与に関する措置 

   ・定年の引上げによる 60 歳を超える職員の給料月額は 60 歳前の 7 割の水準とする国の取扱

いを十分に踏まえ措置する必要があります。 

・退職手当について 60歳に達した日以後に定年前の退職を選択した職員が不利にならないよ

う国に準じた取扱いとすることが適当です。 

  ２ 期末・勤勉手当における育児休業期間の除算の取扱い 

   ・子の出生後 8 週間以内における 1 か月以下の育児休業の期間は、期末・勤勉手当の対象と

なる在職期間等から除算しないこととする国の取扱いに準拠することとします。 

３ 世代間の給与配分の適正化 

   ・国や他の地方公共団体の給料水準と比べ、若年層はほぼ均衡しているのに対し、中高齢層

は高くなっている状況は解消されるべきであり、近年の較差傾向も踏まえた給料表の改定

手法を引き続き検討していきます。 

 

３ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

（１）勤務条件に関する措置の要求の件数 

令和3年度の措置要求事案は以下のとおりでした。 

令和 3年 3月 31

日現在未処理件

数 

令和 3 年 4 月 1

日～令和 4 年 3

月 31 日の措置

要求件数 

令和 3 年 4 月 1

日～令和 4 年 3

月 31 日の処理

件数 

左の内訳 

令和 4年 3月 31

日現在未処理件

数 

令和 3年 3月 31

日現在未処理件

数にかかる処理

件数 

令和 3 年 4 月 1

日～令和 4 年 3

月 31 日の措置要

求にかかる処理

件数 

0 3 2 0 2 1 

 

４ 不利益処分に関する審査請求の状況 

（１）不利益処分に関する審査請求の件数 

令和3年度においては、新たな審査請求事案はありませんでした。 

区 分 
令和3年 3 月

31 日現在未

処理件数 

令和3年 4 月

1 日～令和 4

年 3 月 31 日

の審査請求

件数 

令和3年 4 月

1 日～令和 4

年 3 月 31 日

の処理件数 

左の内訳 

令和4年 3 月

31 日現在未

処理件数 

令和3年 3 月

31 日現在未

処理件数に

かかる処理

件数 

令和3年 4 月

1 日～令和 4

年 3 月 31 日

の審査請求

にかかる処

理件数 

懲戒処分 0 0 0 0 0 0 



その他処分 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 
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